
第７回滋賀県税制審議会での議論の振り返り
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資料１



滋賀県滋賀県税制審議会への諮問
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知事から滋賀県税制審議会への諮問
（令和２年７月17日滋税第253号）

新しい自治の一つの可能性を滋賀から発信していくことを見据えつつ、
本県の行政需要に対する税財源を確保することを企図して、
専門的な見地からの議論を通じ、具体的な施策の検討につなげるため、
滋賀にふさわしい税制のあり方について、貴審議会の意見を求めます。

(1) 滋賀にふさわしい税制の目指すべき方向性について
(2) 滋賀にふさわしい税制へ向けた合意形成のあり方について
(3) 滋賀にふさわしい税制についての具体的提言

→今年度（令和２年度）は、一般的に広く意見をいただき、
来年度（令和３年度）の具体的な検討につなげていく予定。



滋賀県来年度へ向けたスケジュール（予定）
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令和２年度（2020年度） 令和３年度（2021年度）

第
７
回
（７
月
17
日
）

第
８
回
（
11
月
12
日
（本
日
））

第
９
回
（１
月
14
日(

予
定)

）

第
10
回
（３
月
下
旬
頃
）

諮問 答申 諮問 答申

第
11
回 ・・・

５～６回程度の審議

（一般的な諮問） （具体的な諮問）



滋賀県第７回滋賀県税制審議会での議論①（知事による諮問の趣旨説明）

4

環境
自然環境や生態系サービスを守っていくための税制
教育
未来の私たちの幸せや社会の活力につながる
教育を支える税制
暮らし
食べ物、マスク、薬などを作る
地域の生産力を再強化するための税制
健康
人、社会、自然の持続可能な健康を
保ち高めるための税制
交通、交流、交信
社会的な共通資本としての地域公共交通を支える税制

環境

教育 暮らし

健康

交通、交流、交信

「より良き自治」を追求し、
本当の意味での「健康しが」を目指すための
５つのテーマ（かきくけこ）

← これに対して委員からは、
「「交通」が他の４つを支えている」（川勝委員）や、
「これらすべてを支えるコミュニティの視点が大切」（井手委員）
といった意見が出された。

か

知事による諮問の趣旨説明での「かきくけこ」の提示
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滋賀県第７回滋賀県税制審議会での議論②（委員からの意見（中心的なもの））
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テーマ１ 緩やかなコミュニティ税としての比較的汎用性の高い目的税の導入

論点１

論点２

論点３

全国一斉増税を呼びかけるか、それが無理なら滋賀県独自で実施するか。

コミュニティ税の使途をどのように決めるか（住民参加型予算）。

公共交通の維持確保へどのようにつなげるか。

テーマ２ ウィズコロナ・ポストコロナへ向けた戦略的な税制の構築

論点１

論点２

論点３

グリーンリカバリーへ向けた税制（超過課税＋不均一課税）。

誘致から県内育成へ。

車社会から公共交通社会への転換。

テーマ３

論点１

論点２

論点３

独自課税づくりのプロセスによる「より良き自治」の涵養

合意形成の諸手段（アンケート、ビジョンカフェ、パブコメ、対話集会）。

行政対住民から住民対住民へ、合意形成のルールづくり。

受益と負担の見える化と事後点検のあり方(PDCAサイクル等)

前回の審議会では、委員から様々な御意見をいただいたが、中心的なものを以下の３つのテーマに整理した。



滋賀県第７回滋賀県税制審議会での議論③（委員からの意見(その他)）
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■その他の具体的な提案（順不同）

・住民税の現年所得課税化（佐藤委員）

・車体課税のグリーン化（佐藤委員）

・宿泊税の全国的導入（勢一委員）

・都道府県単位を超えた圏域的受益者負担（勢一委員）

・行政サービスのコンシェルジュの設置（井手委員）

・地方税のデジタル化（佐藤委員）

・所有者不明土地等の積極的公有化（ナショナルトラスト的税制）（勢一委員）

⇒ 議論を受けた知事の結びの一言

・逃げずに税の議論を展開したい。
・ただし、同時に、謙虚にやりたい。
・いただいた意見を咀嚼した上で、次回に向けてテーマの投げかけをしたい。



ウィズコロナ・ポストコロナ時代を見据えた
基本構想の推進方針ver.1

1

資料２



滋賀県ウィズコロナ・ポストコロナ時代を見据えた基本構想の推進方針ver.1の概要
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自省を伴う利他の「こころ」を呼びかけるための５つの政策の柱
～ 卒近代 ー 本当の意味での「健康しが」を目指して ～

１．いのちと暮らし、人権の保障

２．子どもの権利の保障と次世代のための社会変革

３．滋賀の自然資本や文化芸術の価値の再評価・発信

４．自然が許す限りのつくる力の再強化
（いのちを守るために必要な人材の育成とモノの生産）

５．より良い自治と真の民主主義のための行政の実現

地域公共交通の
維持・活性化



滋賀県ウィズコロナ・ポストコロナ時代を見据えた基本構想の推進方針ver.1①
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滋賀県ウィズコロナ・ポストコロナ時代を見据えた基本構想の推進方針ver.1②
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地域公共交通を支えるための税制を検討する理由

1

資料３



滋賀県「コミュニティ」を下支えする「交通」の役割
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ひとはみな、自身の生活基盤が安定していなければ、他者を思いやり、利他の心を保つことは難しい。

コミュニティが正常に機能するためには、そこに暮らす人々の生活基盤の安定が不可欠である。

行政需要には様々な分野があるが、それらを広く下支えしているのが、「交通」である。

交通が崩壊すると、人々の生活基盤が崩壊し、「コミュニティ」もまた崩壊しかねない。

したがって、公共交通は、「社会的共通資本」として位置づけられる。

※画像は、政府広報オンライン「毎日の「移動」を「エコ」に！ smart move（スマートムーブ）に取り組んでみませんか？」より転用



滋賀県クロスセクターベネフィットの視点から見る公共交通が生み出す価値
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・病院までの送迎サービス事業
・医師による往診

医療費の増大対策

日用品の訪問販売

・通院手段
・家族の送迎負担軽減

外出することによる健康増進

公共交通の役割・効果

スーパー等への買い物手段

・スクールバスの運行
・市外学校への通学断念
・市外学校近くでの居住による人口
流出対策

学校への通学手段

観光地やイベント会場への送迎バス
運行

・観光地やイベント会場への移
動手段
・地域の魅力創出

道路混雑に対応した道路整備 輸送密度の高い交通手段（道路
負荷の低減）

災害時における市民の移動手段の
調達

災害時における移動手段

クルマを利用しづらい高齢者
の外出手段

外出することによる介護予防

交通事故の低減

企業への通勤手段

・交通施設周辺地域の活性化
・地域のブランド価値の維持・
向上

環境負荷の低減

コミュニケーションの増加

タクシー券配布や福祉優勝運送等
の拡充

さらなる介護予防事業

・増加する交通事故対応
・高齢者ドライバーのさらなる
安全教育

企業近くでの居住による人口流出
対策

・土地の価値低下等による税収減
少対策
・バスもない地域というマイナス
イメージを払拭する対策

自動車増加対策としての、さらな
る温室効果ガス削減対策

・孤独感の増加対応としての、地
域コミュニティの強化
・外出支援策の実施

公共交通がなくなった場合に必要
となってくる各分野の対策
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防
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福
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ち
づ
く
り

環
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地
域

コ
ミ
ュ
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テ
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※西村和記・土井勉・喜多秀行「社会全体の支出抑制効果から見る公共交通が生み出す価値ークロスセクターベネフィットの視点からー」『土木学会論文集D3(土木計画学)』2014,第70巻第５号,p812より。



滋賀県二酸化炭素排出量に係る運輸部門の状況
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本県の2017年度の部門別二酸化炭素排出量において、
運輸部門は全体のおよそ21％となっている。

また、そのうち、自動車に起因するものが、約91％となっており、
過度に自動車利用に依存しない公共交通を中心としたまちづくりは、低炭素社会の実現にも寄与する。

部門別二酸化炭素排出量（2017年度)

運輸
２１.０％

産業
45.9％

家庭
15.8％業務

15.0％

廃棄物
1.7％

工業プロセス0.6％

自動車
91.3%

鉄道
8.0%

船舶
0.7%

出典）「滋賀県域からの温室効果ガス排出実態（2017年度）について」（滋賀県庁ホームページ）より



滋賀県都市規模別の歩行量（歩数）の特性
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「歩く」ことによって身体活動量を維持でき、健康増進に効果があることは様々な研究により示されているが、
全国的に見て、都市規模（＝人口規模）が大きくなるほど一日当たりの歩行量（歩数）が大きくなる傾向がある。
この背景には、都市機能の集積度合いや居住地域との近接性、公共交通の充実度合い等が影響していると考えられる。

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代 90歳代 全体 人数（N）

全国 7,076 6,713 6,941 6,789 6,120 4,504 2,308 596 6,033 33,261

大都市＋23区特別区 7,568 7,001 7,398 7,528 6,521 5,180 2,683 596 6,636 5,832

人口15万人以上の市 7,038 6,794 6,973 6,812 6,155 4,707 2,391 563 6,143 12,072

人口5～15万人の市 6,954 6,549 6,815 6,628 5,961 4,190 2,023 620 5,827 8,251

人口5万人未満の市 6,507 6,220 6,905 6,449 5,624 4,076 2,020 473 5,545 2,928

町村 7,021 6,227 6,303 6,499 6,090 4,005 2,306 783 5,658 4,178
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20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代 90歳代

大都市＋23

区特別区

人口15万人
以上の市

人口5～15
万人の市

人口5万人
未満の市

町村

都市規模別・年齢階層別歩行量（歩数）の中央値（国民健康・栄養調査（2008年～13年、2012除く）から国土交通省により作成））

全体の中央値である約6,000歩を下回る
ことになる年齢に、約10歳もの差がある。



滋賀県地域公共交通について都道府県が果たすべき役割
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地域公共交通活性化・再生法（平成19年法律第59号）では、
当初は、主体的に持続的な地域公共交通の形成に資するような取り組みを行うのは、
市町村の役割として規定されていた。（努力義務）

しかし、平成26年度の改正(※交通政策基本法制定に伴うもの)において、現在では、
都道府県に対しても、主体的な取り組みを行う役割が規定されることとなっている。
（また、令和２年度の改正においては、「地域公共交通計画」の策定における都道府県の関与の度合いは、

さらに強められている。）

はじめに
１～３ （省略）
４．解決の方向性

①～③ （省略）
④広域性の確保

既存の行政区域にとらわれない広域的な公共交通ネットワークの形成を図ることが必要である。人口減少が進む中で、可能な限り
財政支出を抑えつつ住民の利便を維持していくためには、各市町村が単独で全ての都市機能を担うことには限界があり、生活圏を
形成する複数の市町村が連携して都市機能の確保に取り組んでいくことが重要になる。このため、交通ネットワークを形成すべき生
活圏の単位が複数の市町村にまたがる場合は、関係市町村や都道府県が連携して、当該地域にとって最適な公共交通ネットワーク
の形成を図るよう絶えず取り組むことが重要である。

⑤～⑥ （省略）
５ （省略）
おわりに

地域公共交通に関する問題は、交通分野にとどまるものではなく、まちづくり、観光、さらには、健康、福祉、教育、環境等の様々な分
野に関わるものである。よって、この問題は、地域全体の課題として捉える必要がある。

改正後の地域公共交通活性化再生法は、以上の認識の下に、地域公共交通について、民間事業者を中心とした従来の枠組みから脱
却し、地域の総合行政を担う地方公共団体が中心となって、地域戦略の一環として取り組む姿勢を明確にしたものと位置付けられる。

今後は、この新たな枠組みの下、地域公共交通の活性化及び再生を現実のものとしていかなければならない。そのためには、官民を
通じた地域の関係者の連携・協働が何よりもまず重要である。そして、国には、地域をあげた取組みを資金・人材の両面からしっかりと
支援することが強く求められる。

新たな枠組みの下で、地域公共交通に関する意欲と創意工夫にあふれた取組みが全国各地域で展開され、その活性化及び再生を通
じて、住みやすく、活力に満ちた地域社会が実現することを心から願うものである。

「地域公共交通の充実に向けた新たな制度的枠組みとその活用に関する基本的な考え方」
(交通政策審議会 交通体系分科会 地域公共交通部会 最終とりまとめ 平成26年(2014年)8月6日)から抜粋



滋賀県滋賀県政世論調査における不満度調査
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令和２年（2020年）９月30日に公表された
「滋賀県政世論調査」の
「県政全体に対する満足度」調査において、

「鉄道やバスなどの公共交通が整っている」
と感じない人の割合は、６７．０％となっており、
２位と10ポイント近い差をつけて、
不満度ナンバーワンとされている。

※しかも、多少の選択肢の変遷はあるものの、
平成23年（2011年）の調査以来、
公共交通に関する項目が、９年連続でナンバーワンとなっている。

出典）第53回 滋賀県政世論調査（令和２年度）より
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大手民鉄

滋賀県新型コロナウイルス感染症対策等による影響
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新型コロナウイルス感染症およびその対策等による影響により、公共交通には深刻な影響が見られる。

鉄道の輸送人員状況（前年同月比）（６・７月は見込み）（回答175者）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

７月

６月

５月

４月

３月

２月

公営
１８％ ７３％ ９％

２７％ ４５％ ２７％

４０％ ６０％

１０％ ９０％

２５％ ７５％

５０％ ５０％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

７月

６月

５月

４月

３月

２月

中小民鉄

影響なし 0%～10%程度減少
10%～20%程度減少 20%～30%程度減少
30%～50%程度減少 50%～70%程度減少
70%以上減少

３２％ ５５％ ９％ ３％

２４％ ３２％ ３１％ ６％ ４％

６％ ３４％ ３７％ ２２％

３％

４％

２６％ ３７％ ３３％

１６％ ３６％ ２７％ １７％

３４％１０％ １９％ ２４％ １１％

５０％ ５０％

１３％ ８１％ ６％

８１％ １９％

２３％ ６９％

４５％ ３６％

２７％ ２７％

８％

１８％

４５％

一般路線バスの輸送人員状況（前年同月比）（６・７月は見込み）（回答1８６者）

52.3% 48.4%
59.8% 64.0%

0.0%

50.0%

100.0%

４月 ５月 ６月 ７月

52%減
４０%減 ３６%減

一般路線バスの運送収入状況（前年同月比）（６・７月は見込み）（回答1８６者）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

７月

６月

５月

４月

一般路線バス

影響なし 0%～10%程度減少
10%～20%程度減少 20%～30%程度減少
30%～50%程度減少 50%～70%程度減少
70%以上減少

４４％

６％ ３０％ ４９％ １１％

５％ １２％ ５２％ ２４％

４５％１２％ ２１％ １６％ ４％

４４％８％

５％

出典）令和２年版 国土交通白書



滋賀県新しい自治の一つの可能性を切り開くために

9

・地域公共交通
の整備・充実

交通

・歩いて暮らせる
(歩きたくなる)
健康なまちづくり

健康

・学生の移動手段の確保・充実
・“学びの場”としての公共交通

暮らし

・駅前や商店街の活性化
・コンパクトシティ
＋ネットワークの実現

教育

・過度な自動車利用に依存しない
低炭素社会の実現 環境 滋賀にふさわしい

新しい自治（コミュニティ）の形成へ

「一人の百歩よりも百人の一歩」の発想で
社会をより良くしていく好循環を巻き起こす
(※独自課税作りは、一人ひとりがコミュニティの課題を

自分事として考え始めるための仕掛けづくりにもなる）

地域公共交通の整備・充実を図ろうとすることを通じて、新しい自治の一つの可能性を切り開きたい。
そのために、地域公共交通を支えるための税制の可能性について、検討したい。



滋賀県来年度へ向けたスケジュール（予定）
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令和２年度（2020年度） 令和３年度（2021年度）

第
７
回
（７
月
17
日
）

第
８
回
（
11
月
12
日
（本
日
））

第
９
回
（１
月
14
日(

予
定)

）

第
10
回
（３
月
下
旬
頃
）

諮問 答申 諮問 答申

第
11
回

答
申
案
の
提
示

・・・

５～６回程度の審議

（一般的な諮問）

地
域
公
共
交
通
を
支
え
る
た
め
の
税
制

コ
ロ
ナ
後
へ
向
け
た
戦
略
的
税
制

（具体的な諮問）



議事(1)で議論していただきたいポイント

1

資料４



滋賀県議事(1)で議論していただきたいポイント

2

④ 「なぜ今？」

新型コロナウイルス感染症の影響で先が見えない状況が続く中で、
今、新たな負担について検討しようとすること自体が、県民に不安を与えてしまわないか。

① 「なぜ交通？」

交通に関する施策以外の、環境・教育・暮らし・健康といった他の施策にも安定財源は必要だが、
地域公共交通施策にのみ、一般財源ではなく新たな税負担を考えようとする理由付けは十分か。

③ 「なぜ県？」

公共交通を直接利用する者の受益は見えやすいが、公共交通が広範囲に生み出す受益は見えにくい。
税負担として広く県民に負担を求めようとする場合には、利用者以外の受益を如何に見える化すべきか。

② 「なぜ負担？」

基礎自治体である市町も担い手となるべき地域公共交通について、
県が果たすべき役割（とりわけ税制の観点から）を、どのように考えるべきか。

⑤ その他


